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POINT

ここが

法の支配・国際協力・ビジネス・

先住民族への取り組み

日本・中国・韓国の
北極政策の比較

日中韓がその北極政策の中で提示する北極域におけるその

活動、利益及び関心を正当化しようとする根拠については、

主に地理的近接性と科学に基づく地球物理学的接続性の

2つの組み合わせとその程度において、異なる。

2POINT

日中韓の北極政策の中身については、国際協力や北極生物

資源開発については共通点が多いものの、法の支配と国際

法の役割、北極におけるビジネス・チャンスの捉え方、北極

先住民族への政策的関与の仕方において、かなりの違いが

見られる。

3POINT

同じ北東アジアの有力国であり非北極圏国である日本、中国、

韓国の北極政策は、それら3ヶ国が北極域に関与する上での

信頼醸成、透明性確保、そして相互理解を築きあげる重要な

手段となっている。よって、日中韓の北極政策を比較分析す

ることは、これら3ヶ国が北極域に関与していく際の対外的

な説明責任のあり方を見極めることになり、重要である。
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あることは地図を見れば明らかである。特に北極圏国で

あるロシア連邦と日本は海域において、中国は陸域に

おいて国境を接している。北極海の太平洋側の入り口

に近いことは、これら3ヶ国が中央北極海無規制公海漁

業防止協定の交渉に関与し原署名国となった根拠とさ

れる（Molenaar, 2019）。しかし実際には、中国のみが

自らを「北極近傍国（Near-Arctic State）」と定義する

ことで地理的近接性を北極域への関与の正当化根拠と

している。これは北極圏国/非北極圏国という二分法で

考えられてきた伝統的な北極ガバナンスレジームに、新

たなカテゴリーを創設するとして、一部の学者からは懸

念も表明された（Koivurova ., 2019）。他方で、

2013年及び2018年に英国が自らを「北極最近隣国

（Arctic’s nearest neighbour）」と言及した際には、

同様の反応は起こらなかった。また中国のこの主張につ

いては、他の非北極圏国との対比において、より強いス

テークホルダー性を有しており、北極ガバナンスにおけ

る特別の役割を強調しているのではないかとの分析も

ある（Burke & Saramago, 2018）。

次に科学に基づく地球物理学的接続性であるが、気候変動

を含めた最近の科学的知見の進展によって、いわゆる北極

振動（Arctic Oscillation）が周辺地域の異常気象の原因で

あり（Dahlman, 2009 ; Nigam & Baxter, 2015）、特に

北東アジア地域への悪影響と北極域での地球物理学的

変化との因果関係が明らかになってきている（He ., 

2017; Kim ., 2019 ; Yamanouchi, 2020）。この

科学的知見をもとに、グローバルなアプローチを採用

しているのが日本の北極政策である（Tonami, 2016）。

日本の北極政策は、自国領域内における気候変動の影

響に短く触れてはいるが、その力点は北極気候変動の

グローバルな影響である。このことは日本が、北極の環

境変動の「中・高緯度地域」「地球全体」「国際社会」へ

の影響に関心を示していることからも明らかである。特

に注目すべきは、自国内の気候変動と北極域との間の

地球物理学的因果関係につき、日本の北極政策におい

てはまだ確実性をもって確証していないことである。

これと対照的なのが、中国の北極政策である。中国は自

国の気候システムと生態学的環境に対する影響を、北

極域の環境変動、気候変動に直接に結び付けている。

中国はさらにこれらの変化は、中国の農業、林業、漁業、

海洋産業、その他のセクターの経済的利益にも影響を

与えていると主張する。この地球物理学的リンクを通じ

て、中国は自らを「北極域の諸問題に関する重要なステ

ークホルダー」であることの根拠とする。一方韓国は、

比較的積極的かつ科学的なアプローチを採用する。韓

国の2013年北極政策では、「北極域での変化によって

引き起こされる朝鮮半島の気候への影響を正確に評価

する研究に力を入れる」ことが目的の1つとされてい

た。韓国と北極域の気候的な相互関連性は、韓国の

2018年第2次北極政策でも認められており、北極域に

対する韓国の政策関与の長期的な動機となっている一

方で、北極の環境変動と亜寒帯、東アジア、亜熱帯西太

平洋地域間の環境のつながりに関する科学的な証拠を

増強し続ける必要性にも言及する。

日本の北極政策は2015年10月に発表され、2018年5

月第3期海洋基本計画でもほぼその内容が踏襲されて

いる。これは時系列的には、北東アジア諸国の間では

2013年12月に北極政策を発表した韓国と、2018年1

月に発表した中国のちょうど中間に位置する。他方で韓

国は、2018年に第2次北極政策を発表している。日中

韓3ヶ国は、いずれも非北極圏国であり、2013年より北

極評議会のオブザーバー資格を獲得している北東アジ

アの有力国であるが、公表されている北極政策には、そ

のアプローチ・内容・力点においてかなりの違いが現れ

ている。

政府が立案し公表する「北極政策」とは、北極域に対す

る主要な関心と利益についての理解を容易に参照可能

にする対外政策の１つである。北極政策文書は、北極に

関する国の優先順位や戦略を明らかにし、北極域にお

ける及び北極域に関する各国の行動を導くものとなり、

最近では多くの国が採用する国家実行となっている。特

に非北極圏国にとっては、北極域で活動することの正当

性、利益そして関心は、当然、北極域に主権、主権的権

利及び管轄権を有する北極圏国とは本質的に異なり、

北極政策を公表する意味合いが大きい。特に、非北極圏

国による北極政策の発表は、北極域における信頼の醸

成、透明性確保、そして相互理解を築きあげる重要な手

段となる（Graczyk,2012）。つまり、日中韓3ヶ国の北

極政策を比較分析することにより、それぞれが北極域に

関与していく際の対外的な説明責任のあり方の異同を

見極めることが可能になるのである。

このファクトシートは、北極政策文書の公式英訳とその

他の政府関連文書（巻末の「基本資料一覧」）に加えて、

学術的な解釈や知見をも参考にして（巻末の「本文引用

文献資料一覧」）、日中韓の北極政策を比較分析したも

のである。

北極域における正当なステークホルダーとして自らを位

置づけるため、日中韓3ヶ国は異なるアプローチに依拠

して北極域での活動、利益及び関心を正当化しようとし

ている。特に、地理的近接性（geographical proximi-

ty）と科学に基づく地球物理学的接続性（geophysi-

interconnectedness）の2つの正当化根拠をうまく工

夫して主張することにより、これら3ヶ国が紛れもなく北

極域に近づいていることを示そうとしている。

まず地理的近接性であるが、日中韓が北極域の周辺国で
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2
北極域への関与の基本的なアプローチ

北極政策の比較分析の必要性1
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国際社会における法の支配とは、国際法秩序の中で認

められた法的拘束力のある国際規則の優位性を確立す

ることにより、国際関係を正統性と予測可能性をもっ

て、そして平和裡に統治することである（Keith, 2015）。

日本の北極政策は、その不可欠な要素として法の支配

に言及する。具体的には、第１に、北極域において国際

法を適切に実施しそれを尊重すること、第2に、北極域

に適用可能な新しい国際規則の制定に積極的に関与す

ることである。前者につき日本は、特に国連海洋法条約

（UNCLOS）を引用することにより、北極ガバナンスに

おける伝統的な北極圏国/非北極圏国という制限的な

二分法の下で、というよりも、同条約の締約国としてよ

り幅広い役割を担う可能性を示唆する。後者につき日本

は、北極域の環境保護、シーレーン、資源開発の分野

で、新しい国際法規則の制定に関与してきた。2018年

に採択された中央北極海無規制公海漁業防止協定や、

北極海域の船舶による燃料としての重油の使用および

輸送の禁止に関するMARPOL条約付属書Iの2021年

改正への関与などである。

中国の北極政策にも、「尊重（respect）」が一番最初の

柱として登場する。日本との違いは、明示的に引用され

た国際法枠組みの範囲である。中国は、UNCLOSに加

えて、1920年スピッツベルゲン条約や国際連合憲章、

2014年の極海コードにも言及しつつ、巧妙にも「他の

条約」や「一般国際法」にも言及する。これは北極域に

おける法の支配を尊重するための理想的な前提である

のみならず、中国が北極域に対する自国のステークホ

ルダーとしての主張をさらに深く根付かせ、正当化する

ことを可能にしている。中国は日本同様に、2018年中

央北極海無規制公海漁業防止協定やMARPOL附属書I

の2021年改正に関与している。これとは対照的に、韓

国の北極政策は、法の支配に対する少なくとも明示的

な言及はない。もっとも2013年の文書では「北極域に

おける信頼され責任あるパートナー」、2018年文書で

は「北極域の未来を形作るパイオニアでありパートナ

ー」といった表現を使っており、一部学者の間では、こ

れは北極域に適用される地域的および国際的な法的枠

組みを遵守することを目指す意図であるとされる（Kim, 

2015）。
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3
北極ガバナンスにおける法の支配

国際協力は、日中韓の北極政策において繰り返し登場

するテーマである。因みに、「協力（cooperation）」と

いう用語は、日本の北極政策では15回、韓国のそれで

は38回、中国のそれでは45回登場する。そこで言及さ

れる国際協力は多面的であり、ガバナンス及び政策、科

学、そして経済開発（後者は次章で扱う）の3つの側面

に分けて分析する。

まずガバナンスと政策に係わる協力については、韓国

の北極政策に比して、日本と中国のそれが多くを語って

いる。具体的には、北極問題を特に扱う二国間および多

国間フォーラムへのこれらの国々の参加となり、実際に

は、Arctic CircleやArctic Frontiersといった学際的

な集会に参加して協議をしたり、より公式な政府間レベ

ルの会議としては、北極評議会へのオブザーバー参加

や、2015年より開始された北極に関する日中韓ハイレ

ベル対話などが含まれる。

次に科学的協力については、先に述べたとおり、北極域

と北東アジアにおける環境や地球物理学的変化の越境

的な性質から、3ヶ国にとって重要なインセンティブとなる

（Lee & Lee, 2016）。北極域での科学的協力は、1991

年に日本、1996年に中国、そして2002年に韓国が加

盟した国際北極科学委員会（IASC）を通して始まったと

言える。北極科学サミットウィーク（ASSW）への参加も

科学的協力にとって重要である。日中韓3ヶ国は、いず

れもIASCないしASSWの関連会合ないしイベントを自

国で主催している。これらに加えて、中国の北極政策

は、デンマーク、フィンランド、アイスランド、ノルウェ

ー、スウェーデンにある研究機関が参加する中国北欧

研究センターにも言及する（Hong, 2020-a）。北極に関

する日中韓ハイレベル対話も、3ヶ国間の科学的協力の

プラットフォームになり得ると思われるが、中国や韓国

の北極政策には言及があるのに対し、日本のそれには

言及がない。実際、2015年の設置以来、このハイレベル

対話での科学的協力はほとんど進んでいないとする分

析もある（Chuffart ., 2020）。

4
北極域における国際協力の重要性
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北極域における日中韓3ヶ国の経済的関心は、北極海運

の発展と北極資源の探査、開発並びに保全によっても

たらされうる利益に凝縮しているが、その力点の置き方

と程度については、各国の北極政策で明らかに違いが

見られる。

（1）航路開拓の展望

日本にとって北極海航路開拓の魅力は実務的である。

日本の北極政策では、海氷減少の結果として提示され

ているものの、ロシア沖の北極海航路とノルウェー沖の

航路の総体としての北東航路開拓は、その理論的利

点、つまりアジアとヨーロッパ間の航行距離を相当に短

縮する可能性として捉えられている。しかし実際には、

この海域の商業航行に対する慎重さから、日本の当初

の関心はロシア沖の北極海航路のフィージビリティ調

査に集中した（Nishimoto, 2017)。1993年から始まっ

た日本・ノルウェー・ロシア共同の国際北極海航路計画

（INSROP）の1999年の結論では、北極海における商

業航行は「可能」であるとされていたものの、日本はそ

の慎重さを継続し、2015年北極政策でも「北極海航路

が安定的に利用可能なわけではない」とされている。も

っとも、その後日本は、徐々に北極海における航海活動

による環境影響に関する研究などを拡大しており、

1999年にINSROPが見い出した結論を受け入れる可

能性がある。

韓国は、日本同様実務的なアプローチを採用しつつも、

よりビジネス志向である。韓国の2018年第2次北極政

策には、北極での航路開拓に伴う経済開発に備えて、

韓国企業向けに北極航路ガイドラインを発行する予定

とある。同時に、北極海での海運活動を安全に行うため

に必要な基盤整備が重要であることも指摘し、「北極海

航路船舶情報センター」の設立を提案している。これは

韓国船舶の安全航行には、関連性が高い（Lasserre, 

2010)。さらに、大宇造船海洋は、北極域における資源

開発事業のための砕氷船建造プロジェクトに参加して

おり、北極海運事業への韓国の関心はさらに高まってい

る（Humpert, 2020; Good, 2020）。これに対し中国

は、一帯一路構想の一環として、その北極政策において

「氷上シルクロード（Polar Silk Road） 」構想を発表し、

これを通じて中国は、北極域における「航路利用に深く

関与しており」「そのためのインフラ整備とその実用化

にむけたより強い国際協力」が必要であるとする。こう

した海洋インフラの整備は、中国にとっては経済的機会

の拡大と同義であり、中国が北極域資源の採掘プロジ

ェクトに投資していることと密接に関連している

（Hong, 2020-b）。日本や韓国と比較すると、中国は北

極海航路の利権に関して最も積極的で楽観的且つ野心

的であると言える。

（2）北極資源開発の展望

日中韓3ヶ国の北極政策において言及がある北極資源

は、生物資源と非生物資源の2種類である。まず生物資

源については、日中韓3ヶ国共に北極海公海漁業の管理

を北極政策の一部として提示している。中央北極海無

規制公海漁業防止協定の2018年採択、2021年発効に

より、北極海の海洋生物資源の管理に関する日中韓の

立場が統一されたと言って良い。

5
北極域における経済開発
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次に非生物資源については、日中韓3ヶ国の北極政策は、

いずれも北極域の石油・ガス資源、その他の鉱物資源に対

する関心を表明している。これら3ヶ国は、自国の産業を保

護し、全体として安定したエネルギー安全保障を維持する

ために、輸入する石油やガスの産地をできるだけ多様化

する傾向にある（Grigas,　2017）。日本と中国は、実際にロ

シア北極域の液化天然ガスプロジェクトに投資している

（Yamal LNG, 2016-a; Yamal LNG, 2016-b）。関連し

て、中国の北極政策では、「中国は北極圏諸国の管轄区

域における石油、ガス、鉱物資源に対する主権的権利を

尊重する」と慎重に繰り返しており、そのアプローチに

は一貫性がある。日本の北極政策には、具体的な事例と

してグリーンランド北東海域内の深鉱プロジェクトへの

日本の独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構

（JOGMEC）による出資支援につき言及しているが、そ

の後JOGMECはこのプロジェクトからは撤退している。

中国や韓国も、実際にはグリーンランドの鉱物資源に対

して権益を持っている。

日本の北極政策は、「伝統的な経済社会的基盤を持続

するための先住民族の権利を尊重」すると定める（なお

日本語の原文では「権利」の語は使われていない）。こ

の法的用語の使用により、日本政府は、北極先住民族の

ステークホルダーとしての地位だけでなく、権利者とし

ての地位をも支持していることを示している。日本の北

極政策は、北極域における環境変化や経済活動の拡大

による北極先住民族へのリスクや影響にも言及した上

で、北極域の持続可能な開発戦略の重要なパートナー

として先住民族を位置づけようとしていることが分か

る。日本がその北極政策において、科学技術や法の支

配、経済的利益といった議論に先立ち、北極先住民族の

保護を最優先事項の1つとしているのは、注目に値する。

中国の北極政策においても、北極先住民族に対する位

置づけは高い。北極先住民族については、「北極域を守

る」という中国の目標の一部となっており、中国は北極

域の環境を自然環境、生態系、そしてその社会的側面

の全てを内包するものとして理解していると考えられ

る。さらに、中国は北極先住民族が長きにわたってそこ

に居住してきたことに触れ、「すべての国が」北極先住

民族の文化と伝統を尊重すべきだと言う。もっともこの

表現ぶりが、北極圏国と非北極圏国の国としての権利

が尊重されるべきという表現ぶりと同じ文章の中で展

開されていることには、注意が必要である。英文公式訳

の日本の北極政策とは異なり、中国のそれは先住民族

の権利という法的な用語を慎重に避けていると思われ

る。もっとも学者の間では、先の表現は北極先住民族の

権利と利益の尊重を含むと解釈するものもある

（Xinmin, 2019)。実際、中国は、「Win-Win成果戦略」

に基づき、北極先住民族が彼らの土地に隣接するプロ

ジェクトの開発に懸念を抱いている場合、彼らの利益を

6
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　 北極域への関与を根拠づけるアプローチにつき、

中国の北極政策が地理的近接性に直接に言及する以外

は、日中韓ともに北極域と北東アジアの地球物理学的

相互関連性を示す科学的証拠に基づいている。ただ、

その関連性の程度については、日本のそれが最も慎重

であり、中国のそれが最も直接的であり、2018年韓国

第2次北極政策がその中庸を採用していると言える。

　 日中韓の北極政策の中身を比較すると、国際協力や

海洋生物資源の保全といった分野では共通点が多い。

他方で顕著な違いとして、第1に、日本と中国の北極政

策では、北極ガバナンスへの関与の基盤として、法の支

配を強調しつつ国際法に基づく権利義務を明確に提示

するのに対し、韓国はその点が明示されていない。第2に、

北極域でのビジネス・チャンスについては、中国の楽観

主義とは対照的に、日本は北極海航路の短期的な発展

に対しては慎重であり、北極域における責任あるステー

クホルダーの立場を示している。韓国はビジネス志向の

ため、中国と日本の間に位置する。北極域の石油・ガス・

鉱物資源開発については、3ヶ国とも共通の関心を持っ

ているが、その利害はそれぞれの政策において等しく

位置づけられているわけではない。第3に、北極先住民

族への関与について、日中韓の北極政策はいずれも彼

らの伝統的文化等を尊重する必要性を理解している。

しかし、先住民族の権利に明示に言及したのは、日本の

北極政策の英語訳版だけである。

12
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調整するよう積極的に対応している。例えば中国は、

2013年にヤマルLNGプロジェクトの権益を得たため、

プロジェクト地域周辺の先住民族から自由で事前の十

分な情報を得た上での同意を得るための協議と参加プ

ロセスを支持している（Yamal LNG, 2019)。こうして

中国は、北極域での資源開発に合法的に参画するため

の社会的条件を設定していることになる。中国の北極政

策も、「先住民族を含む北極域の住民の文化と伝統を

『尊重』し、彼らの独特なライフスタイルや価値観を『存

続』させ、住民をエンパワーし、彼らの社会経済的発展

を育み、教育や医療サービスを向上するために北極圏

諸国が行っている努力を『尊重』することにより、先住民

族を含む北極域の住民が真に北極域の資源開発から利

益を得られるようにする必要がある」と言う。

これに対して韓国の2018年第2次北極政策では、北極

先住民族については信頼醸成の文脈で、「彼らの社会

的文化的伝統を人類の共同財産（common heritage 

of humankind)として持続される」目的として言及が

あるのみである。ただこの韓国のアプローチは国際法

的な観点からはあまり適切ではないと思われる。なぜな

ら、人類の共同財産の概念は、国家管轄権を越える区域

の資源の国際的な管理に関する特定の国際法制度を想

定させ、これを北極先住民族に適用することはできない

からである。もっとも、日本や中国と同様に、韓国も北極

周辺の経済開発に参画するにあたり、北極先住民族の

社会的文化的な伝統の重要性を強調しようとしただけ

かもしれない。

なお、日中韓3ヶ国はいずれも北極評議会のオブザーバ

ーになるための条件として、「北極先住民族の価値観、

利益、文化と伝統を尊重する」ことが求められている

（Arctic Council, 2013)。2013年に3ヶ国がオブザー

バー資格を獲得した後に公表されたそれぞれの北極政

策において、この北極評議会の先住民族関連の条件が

いかなる影響を及ぼしたかの検討が望まれる。
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